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日本通運グループは、持続可能な社会の発展および自社の持続的成長の観点から、グループとして優先的に取り組むべき課題を
特定し、ESG経営を推進しています。

2018年度に実施した3つの重要課題における「具体的な課題」の精査プロセスにおいて、以下の社外有識者からご意見をいただ
きました。

ESG経営

地球環境への責任

優先的に取り組むべき重要課題 重要課題特定における社外有識者からのご意見

良識ある企業行動
ENVIRONMENT GOVERNANCE ● 社内各部門アンケート結果を活用

して個別課題の掘り起こし、また
各部門への啓発・浸透を図っていっ
てほしい。

● 重要なステークホルダーを特定し、
継続的にエンゲージメントを行い、
意見を反映していってほしい。

● 時間軸での優先順位づけ、自社のみ
で対応できる課題と他社との協働に
より対応できる課題などの整理も
行ってほしい。

● 重要課題は、創立100周年に向け
た長期ビジョン（2037年ビジョン）
と整合性のとれたものにすること
が望ましい。

● 長期ビジョンからバックキャスティ
ングで重要課題における施策を考
えていってほしい。

● リスク視点が多いが、SDGsを踏
まえ貴社の事業機会の視点を強化
してほしい。

具体的な課題
● 気候変動対策の強化を通じたCO2排出削減
● 環境負荷の低い物流技術・サービスの提供
● 気候変動への強靱性、適応能力の強化　
● 資源循環の推進
● 陸域・海洋生態系の保全

物流企業として、気候変動、資源循環、
生物多様性への積極的な貢献

具体的な課題
● 公正な事業慣行の推進
● 腐敗防止の徹底

持続的な企業価値向上を支える経営基盤
の構築
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上記の課題の他に、創立100周年に向けた長期ビジョン（2037年ビジョン）の実現に向け、下記のテーマについても取り組みます。
持続的成長を支える労働環境の実現 協働・共創によるイノベーションの実現

重要課題特定・精査プロセス

ISO26000などの国際的なガイドラインや社内外のステークホ
ルダーの意見を踏まえ、グローバルに優先的に取り組むべき
CSRの重要課題を検討。

「具体的な課題」の一部文言について、分かりやすさを考慮し
修正。

経営会議において議論を行い、「地球環境への責任」「良識ある
企業行動」「人権の尊重」の3つをグループ全体で取り組むCSR
重要課題として選定。また、3つの重要課題の下、「自社が社会
に与える影響」および「課題が自社に与える影響」の双方の観
点から、「具体的な課題」の整理を実施。

「地球環境への責任」について、「地球温暖化防止」「循環型社
会の構築」に関する2030年度までの長期目標を策定し、取り
組みを開始。
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有識者ダイアログにおいて「人権の尊重」に関する「具体的な
課題」が整理されていないとの指摘を受け、記載の一部見直し
を実施。

パリ協定やSDGsの採択などの社会環境の変化を受け、3つの
重要課題における「具体的な課題」について精査を実施。
SDGsと事業・CSRの取り組みとの関連性の検証および社内
外ステークホルダーへのアンケート、ヒアリングを経て、3つの
重要課題におさまらないテーマも特定し、リスク中心の課題に
機会の視点を追加。
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具体的な課題
● 働きがいある職場の実現
● グローバルで活躍できる人材の育成
● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
● ワークスタイルイノベーションの推進

多様な人材が活躍し、仕事に誇りを持ち
幸せを感じる企業への変革

具体的な課題
● グローバル・パートナーシップの強化
● 持続可能で強靱なインフラ開発への貢献
● お客様や社会からの期待に応えるグロー

バル品質の推進

イノベーションを通じたお客様や社会への
価値創造

※本課題一覧は、当社グループとして事業および
CSRの観点から特に関連性が高いと思われる、
具体的課題を記載したものであり、一覧に記載の
ない課題が重要でないことを意味するものではあ
りません

人権の尊重
SOCIAL

具体的な課題
● 労働安全衛生の推進
● 物流に係る社会安全の実現
● サプライチェーンにおける人権尊重の

徹底

誰もが安全・安心な社会の実現

現在地球上では、気候変動に起因するとされる異常気象やそれに伴う自然災害の発生、自然破
壊や人口増加による水資源や食料の不足、さらには経済格差や貧困の拡大など深刻な問題が顕
在化し、これらへの対処が世界共通の課題として認識されています。このような社会課題に対
する世界的な取り組みとして、2015年に国連総会で採択された「SDGs（持続可能な開発目標）」
では、2030年を目標に持続可能な開発に関する17の目標と169のターゲットを定めました。
当社グループは、中期経営計画の中で、ESGの3つのテーマについてSDGsとの関連づけを行い、
3つの重要課題の「具体的な課題」を精査するに当たり、SDGsの169のターゲットについて重要度と事業との関連度を分析すると
ともに、バリューチェーンにおけるリスクと機会を整理しました。
事業を通じた顧客・社会への貢献が当社グループの持続的成長と企業価値の向上を促し、SDGsの達成につながることを意識し、取
り組みを推進します。

SDGs（持続可能な開発目標）への取り組み

● �交通事故
● �大気汚染

● �贈収賄、
  反競争法違反等
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生産者・荷主
（ 部品工場・農家等 ）

エンドユーザー・荷主
（ 消費者・メーカー・

完成品工場等 ）
集荷・輸送 保　管 配　送

● �エネルギー効率化技術、LED・再生可能エネルギー導入（自社／輸送業者、保管業者の調達）
● �環境配慮車両、船舶・燃料等の調達（自社／輸送業者、保管業者の調達）
● �共同倉庫・配送等のパートナーシップ推進（自社）
● �輸送に係る新しいサービス（ルート、商品）の提供（自社）
● �人材育成、ダイバーシティ、ワークスタイルイノベーション推進（自社）

● �調達段階における人権問題（輸送業者、保管業者の調達）
● 燃料、自社運搬器具（車両・船舶）の調達（自社）
● 環境規制等、環境対策の不備（自社／輸送業者、保管業者の調達）
● 安全教育、安全対策の不足（自社／輸送業者、保管業者の調達）
● 労働力不足（自社／輸送業者、保管業者の調達）
● 自然災害等への対応不足（自社／輸送業者、保管業者の調達）
● 貨物輸送に伴う外来生物侵入（自社／輸送業者、保管業者の調達）
● 廃棄物関連事故（自社／輸送業者、保管業者の調達）

バリューチェーンにおけるリスクと機会


